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平成 28 年度予算の概要 

 

予算委員会調査室 

 

 

 

 

一般会計予算規模は 96 兆 7,218 億円と前年度当初予算比 0.4％増となり、当

初予算としては過去最大となった。本予算は、「経済財政運営と改革の基本方針

2015」（平成 27 年６月 30 日閣議決定）の第三章「経済・財政再生計画」に示さ

れた、28 年度から 30 年度の３年間における一般歳出と社会保障関係費の実質的

な伸びをそれぞれ 1.6 兆円程度、1.5 兆円程度とする「目安」を踏まえて編成さ

れた。社会保障関係費、防衛関係費及び国債費は、前年度に比べて増加率は縮

小したものの、引き続き増額されたほか、経済協力費は増加に転じた。公共事

業関係費は、ほぼ横ばいの微増にとどまった。一方、地方交付税交付金等は、

地方税収の改善等を受けて引き続き減額されたほか、文教及び科学振興費は微

減となった。 

歳入面では、税収について前年度当初予算比 5.6％増の 57 兆 6,040 億円が見

込まれており、決算ベースの過去最高額である平成２年度の 60 兆 1,059 億円に

近づきつつある。公債金は 6.6％減の 34 兆 4,320 億円と見込まれ、歳入全体に

占める割合（公債依存度）は 35.6％となり、低下傾向が続いている。 

なお、一般会計と特別会計の歳出純計は、2.8％増の 244.6 兆円となった。社

会保障関係費が 4.1％増の 86.4 兆円、国債費が 2.1％増の 92.0 兆円であり、こ

の２経費で歳出純計全体の７割強を占めている。 

 

◇歳  出 

 

 

基礎的財政収支対象経費は、前年度当初予算比 0.3％増の 73 兆 1,097 億円と

なった。また、これから地方交付税交付金等を除いた一般歳出の規模は 0.8％増

の 57 兆 8,286 億円となり、経済・財政再生計画の目安を踏まえ前年度当初予算

から実質 5,316 億円の増加となった。 

主要経費別の内訳を見ると、社会保障関係費は 31 兆 9,738 億円（前年度当初

一般会計予算 96 兆 7,218 億円（前年度当初予算比＋0.4％）

一般会計･特別会計歳出純計 244.6 兆円（＋2.8％） 

基礎的財政収支対象経費 73 兆 1,097 億円（＋0.3％） 

→図表１～３ 

→図表１、３、４ 
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予算比+1.4％）で過去最高額となったが、経済・財政再生計画の目安を踏まえ、

実質 4,997 億円の増加に抑制された。平成 26 年４月の消費税率８％への引上げ

に伴う消費税増収分による「社会保障の充実」として、子ども・子育て支援新

制度の実施、地域包括ケアシステムの構築、国民健康保険への財政支援の拡充、

難病・小児慢性特定疾病に係る制度の確立等を実施するため、国・地方の合計

で１兆 5,295 億円（+12.3％）が充てられる。歳出抑制の面では、薬価等を含め

た診療報酬全体の８年ぶりのマイナス改定等により、医療費全体で 6,200 億円

程度（平年度）の抑制が見込まれる。 

公共事業関係費は５兆 9,737 億円（+0.04％）となり、４年連続で増加したも

のの、ほぼ横ばいとなった。激甚な水害・土砂災害が発生した地域における再

度災害防止対策に 478 億円（+16.0％）、防災・安全交付金に１兆 1,002 億円

（+0.5％）が計上されたほか、平成 32（2020）年のオリンピック・パラリンピ

ック東京大会等を見据えた首都圏空港の機能強化に 145 億円（+3.5％）が計上

された。27 年１月の政府・与党申合せにより開業時期を一部前倒しすることと

された整備新幹線については、前年と同額の 755 億円が計上された。 

防衛関係費は５兆 541 億円（+1.5％）と４年連続で増加し、当初予算として

初めて５兆円を上回った。このうち、中期防衛力整備計画の対象となる経費は

４兆 8,607 億円（+0.8％）となった。在日米軍駐留経費の日本側負担（思いや

り予算）については、平成 28 年度から５年間の新たな特別協定に係る日米間の

合意内容に基づき、1,920 億円（+1.1％）が計上された。 

文教及び科学振興費は５兆 3,580 億円（▲0.01％）となった。公立義務教育

諸学校の教職員定数については、必要な加配定数の拡充を行う一方で、少子化

や学校統廃合を反映させ 3,475 人の減とした。また、国立大学法人運営費交付

金については、新たな適正化・再配分ルールが導入されたが、平成 28 年度は準

備期間との趣旨から前年度同額の１兆 945 億円が確保された。スポーツ関連予

算としては、平成 32（2020）年のオリンピック・パラリンピック東京大会に向

けた競技力の向上に 143 億円（+16.7％）が計上された。科学技術振興費は、１

兆 2,929 億円（+0.6％）と２年ぶりに増加に転じた。 

経済協力費は 5,161 億円（+1.9％）と増加に転じた。一般会計の政府開発援

助（ＯＤＡ）は平成 28 年５月の伊勢志摩サミット開催等を見据え、5,519 億円

（+1.8％）と 17 年ぶりの増加となった。特に、二国間協力の強化の観点から、

無償資金協力や技術協力に 4,137 億円（+1.7％）が計上された。27 年度補正予

算や円借款等を含めた全体のＯＤＡ事業量は、２兆 241 億円程度（+3.5％程度）

となった。なお、27 年２月に従来のＯＤＡ大綱を 12 年ぶりに改定して決定され
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た「開発協力大綱」の下では、開発協力に相手国の軍等が関係する場合であっ

ても、災害救助等の非軍事目的であれば、協力の可否を個別具体的に検討する

こととしている。 

地方交付税交付金等（地方特例交付金を含む）は、地方税収の伸びなどを背

景に、一般会計ベースで 15 兆 2,811 億円（▲1.6％）と６年連続の減額となり、

交付税及び譲与税配付金特別会計の出口ベース（地方特例交付金を含まず）で

は 16 兆 7,003 億円（▲0.3％）と４年連続の減額となった。新型交付金（地方

創生推進交付金）として一般会計に 1,000 億円（事業費ベース 2,000 億円）が

計上されたほか、平成 28 年度地方財政計画では、前年度に新設された「まち・

ひと・しごと創生事業費」について引き続き１兆円が確保された。なお、リー

マン・ショック以降、特別措置として続いていた地方交付税の「別枠加算」は

廃止された。 

 

 

 

国債費は、国債残高の累増による債務償還費の増加を受けて過去最高額とな

った。ただし、国債費のうち利払費については、積算金利を４年ぶりに 0.2 ポ

イント引き下げて 1.6％としたことなどから、９兆 8,687 億円（▲2.4％）と減

額された。当初予算において国債費が歳出全体に占める割合は、過去 20 年間２

割超で推移しており、平成 28 年度も 24.4％となった。一般会計の歳出の中で社

会保障関係費に次ぐ割合を占めており、予算の硬直化を招く一因となっている。 

 

◇歳  入 

 

 

 

租税及印紙収入は、個人所得や企業収益の改善等を背景に６年連続の増収見

積りとなった。所得税は 17 兆 9,750 億円（+9.3％）、法人税は 12 兆 2,330 億円

（+11.3％）、消費税は 17 兆 1,850 億円（+0.4％）と見込まれている。なお、平

成29年４月の消費税率10％への引上げと同時に導入されることとなっている軽

減税率制度については、円滑な実施に向けた対応や１兆円とされる財源の確保

が焦点となっている。 

その他収入については、４兆 6,858 億円（▲5.4％）が見込まれており、減額

となったのは日本銀行納付金の減少等によるものである。 

国債費 23 兆 6,121 億円（＋0.7％）

租税及印紙収入 57 兆 6,040 億円（＋5.6％）

その他収入    ４兆 6,858 億円（▲5.4％）

→図表１、３、４ 

→図表１、３、５、６ 
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公債金は、34 兆 4,320 億円（▲6.6％）となった。このうち、４条公債は６兆

500 億円（＋0.8％）とほぼ横ばいとなった一方、特例公債は 28 兆 3,820 億円（▲

8.0％）と減額された。公債金は前年に引き続き 30 兆円台となり、歳入全体に

占める割合（公債依存度）は 35.6％と、当初予算ベースでは６年連続の低下と

なった。 

28 年度末の公債残高は 837 兆 8,406 億円と、前年度末に比べ 26 兆円増加す

ると見込まれている。 

 

◇復興関係 

 

 

 

「集中復興期間」に続く「復興・創生期間」の初年度に当たる平成 28 年度は、

東日本大震災復興特別会計の歳入歳出予算額が前年度当初予算比 16.9％減の３

兆 2,469 億円となり、２年ぶりの減額となった。 

歳出では、「被災者健康・生活支援総合交付金」の制度を拡充し 220 億円

（+272.9％）が計上された一方、東日本大震災復興交付金は 1,477 億円（▲

53.5％）、福島再生加速化交付金は 1,012 億円（▲4.2％）の減額となった。 

歳入では、復興特別所得税が 3,766 億円、一般会計からの受入が 5,727 億円、

復興債が２兆 1,564 億円などとなっている。 

 

◇収支バランス 

 

 

 

 

 内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」（平成 28 年１月 21 日）によれば、

平成 28 年度の国・地方の基礎的財政収支（ＰＢ）対ＧＤＰ比は、マイナス 2.9％

と前年度から 0.4 ポイント赤字幅が縮小する見通しである。 

公債金           34 兆 4,320 億円（▲6.6％） 

公債残高（28 年度末）  837 兆 8,406 億円（＋26 兆円） 

28 年度の国･地方の基礎的財政収支対ＧＤＰ比        ▲ 2.9％ 

32 年度（2020 年度)の一般会計基礎的財政収支      ▲ 7.0 兆円 

→図表１、３、５、７

東日本大震災復興特別会計  ３兆 2,469 億円（▲16.9％） 

→図表８、９ 
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政府は、経済・財政再生計画において、国・地方のＰＢを平成 32 年度に黒字

化するという財政健全化目標の堅持を確認するとともに、そのために、30 年度

の国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比をマイナス 1.0％程度とするとの「目安」を示した。

しかし、試算においては、中長期的な成長率を実質２％以上、名目３％以上と

想定した「経済再生ケース」でも、30 年度の国・地方のＰＢ対ＧＤＰ比はマイ

ナス 1.7％、32 年度についてもマイナス 1.1％と推計されていることから、目標

達成のためには、更なる収支改善の努力が必要となる。 

また、試算によれば、平成 32 年度の国の一般会計の歳入歳出構造は、歳出総

額 115.1 兆円のうち基礎的財政収支対象経費が 81.2 兆円、社会保障関係費が

36.4 兆円、国債費が 33.9 兆円となる一方、歳入は税収等が 74.2 兆円と推計さ

れ、歳出と税収等との差額は 40.9 兆円となる。基礎的財政収支（一般会計ベー

ス）がマイナス 7.0 兆円と赤字状態が続くことに加え、歳出に占める社会保障

関係費の割合は 31.6％、国債費の割合は 29.5％となる。この２経費で歳出の６

割超を占めており、硬直的な予算配分が続く姿が示されている。 

なお、平成 27 年 12 月、経済・財政再生計画の具体化及び進捗管理等のため、

経済財政諮問会議において「経済・財政再生アクションプログラム」及び「経

済・財政再生計画改革工程表」が決定された。29 年度の予算編成等において、

これらがどのように反映されていくのかが注目される。 

 

（内線 75327） 
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（出所）財務省「予算の説明」等より作成

図表１　平成28年度一般会計予算の内訳

利払費等

98,961

(▲2.5)

<10.2>債務償還費

137,161

(3.1) <14.2>

基礎的財政

収支対象

経費

731,097

(0.3)

<75.6>

公共事業関係費

59,737 (0.0) <6.2>

文教及び科学振興費

53,580 (▲0.0) <5.5>

防衛関係費

50,541 (1.5) <5.2>

地方交付税

交付金等

152,811

(▲1.6)

<15.8>

歳 出 総 額

967,218(0.4)

国債費

236,121

(0.7)

<24.4>

その他

94,690

(▲0.5)

<9.8>

食料安定供給関係費 10,282 (▲1.3)        中小企業対策費 1,825 (▲1.7)

エネルギー対策費 9,308 (3.6)        その他の事項経費 61,193 (▲0.3）

恩給関係費 3,421 (▲13.0) 予備費 3,500 (0.0)

経済協力費 5,161 (1.9)

歳 出

社会保障

関係費

319,738

(1.4)

<33.1>

単位：億円

（ ）は前年度当初予算に

対する増減率：％

< >は歳出・歳入総額に

対する構成比：％

租税及

印紙収入

576,040 

(5.6)

<59.6>

官業益金及官業収入 447 (1.6)

政府資産整理収入 3,049 (5.6)

雑収入 42,912 (▲7.1) （うち特別会計受入金 16,675 (▲0.3)）

前年度剰余金受入 450 (1957.8)

所得税

179,750

(9.3)

<18.6>

法人税

122,330

(11.3)

<12.6>

相続税

19,210(9.1) <2.0>

消費税

171,850

(0.4) <17.8>

酒税 13,590(3.9) <1.4>

たばこ税 9,230(1.9) <1.0>

揮発油税 23,860(▲3.2) <2.5>

その他税収 25,700(2.3) <2.7>

印紙収入 10,520(2.4) <1.1>

その他収入

46,858

(▲5.4) <4.8>

４条公債

60,500

(0.8) <6.3>

特例公債

283,820

(▲8.0)

<29.3>

公債金収入

344,320

(▲6.6)

<35.6>
歳 入 総 額

967,218(0.4)

歳 入
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図表２　平成28年度一般会計・特別会計予算の歳出総額と主要経費別純計　

特別会計へ

繰入

53.6兆円

特別会計

会計間取引

67.7兆円

特別会計内

勘定間取引

25.5兆円

国債整理基金特

別会計における

借換償還額

109.1兆円

一般会計

特別会計

歳出総額

500.6兆円

一般会計歳出総額

96.7兆円

特別会計歳出総額

403.9兆円

一般会計

歳出純計

43.1兆円

一般会計へ繰入

0.02兆円

社会保障関係費

86.4兆円国債費

92.0兆円

地方交付税

交付金等

18.3兆円

一般会計

特別会計

歳出純計

244.6兆円

（出所）「財政法第28条等による予算参考書類」、財務省「予算の説明」より作成

防衛関係費 5.1兆円

公共事業関係費 7.1兆円

恩給関係費 0.3兆円

文教及び科学振興費 5.4兆円

経済協力費 0.5兆円

中小企業対策費 0.2兆円

エネルギー対策費 1.3兆円
食料安定供給関係費 1.7兆円

その他の

事項経費

24.7兆円
財投17.1兆円

財投以外7.6兆円

予備費 1.5兆円

(うち、復興加速化・福島

再生予備費 0.5兆円）

歳出総額

歳出純計

一般会計

特別会計

歳出純計

244.6兆円

特別会計

歳出純計

201.5兆円
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税収

57.6

その他

収入

4.7

公債金

34.4

基礎的

財政収支

対象経費

73.1

国債費

23.6

0
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歳入 歳出

96.7

プライマリー・

バランス（ＰＢ）

▲10.8

96.7

（兆円）
平成28年度（2016年度）

図表９ 一般会計歳入･歳出構造の現状と見通し
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図表８ 国・地方の基礎的財政収支（対ＧＤＰ比）
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（注）復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース。

（出所）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成28年１月21日）より作成

（注）1. 平成26年度までは実績、27年度以降は内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（平成28年１月21日）による。

2. 平成23年度以降は復旧・復興対策の経費及び財源の金額を除いたベース。

3. 平成18年度及び20年度から23年度は財政投融資特別会計（18年度においては財政融資資金特別会計）から国債整理基金特別会

計又は一般会計への繰入れ、20年度は一般会計による日本高速道路保有・債務返済機構からの債務承継の影響、23年度は鉄道

建設・運輸施設整備支援機構剰余金の一般会計への繰入れ等を特殊要因として控除。

（出所）内閣府「中長期の経済財政に関する試算」、「参議院予算委員会要求資料」より作成


